
令和６年度第２回

県市町村ＧＸ推進会議
実務者会議
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令和６年12⽉18⽇（⽔）



１．地方公共団体（区域施策編）策定の支援
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１．地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定の⽀援

R6.8 市町村アンケート及びR6.11 意⾒交換より

策定済, 17

策定中, 7

未策定（策定予定あり）, 8

未策定（未定）, 1

市町村の地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定状況

策定済 策定中 未策定（策定予定あり） 未策定（未定）

☆策定済市町村
・盛岡市 ・宮古市 ・⼤船渡市
・花巻市 ・久慈市 ・遠野市
・⼀関市 ・釜⽯市 ・⼋幡平市
・滝沢市 ・葛巻町 ・紫波町
・⽥野畑村・普代村 ・軽⽶町
・九⼾村 ・⼀⼾町

※令和6年度末策定市町村数（⾒込）
→23市町村（約7割）☆今後の策定⾒込み

令和６年度中 ６市町村
令和７年度中 ６市町村
令和８年度以降 ３市町村
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●区域施策編策定時に活⽤可能な補助⾦（令和６年度実績）

１．地球温暖化対策実⾏計画等策定事業費補助（県）
• 補助対象等︓区域施策編等策定に係る委託費

補助率２/３、上限4,000千円
※令和６年度採択市町村

北上市、岩泉町、洋野町、⽮⼱町、陸前⾼⽥市

２．⼆酸化炭素排出抑制対策事業費等補助⾦（環境省）
• 補助対象等︓区域施策編等策定に要する経費（第１号事業）

補助率2/3 or ３/４、上限8,000千円

１．地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定の⽀援
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１．地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）策定の⽀援

【意⾒交換】
・市町村の予算のみでは計画策定に係る委託費の確保はハードルが⾼い。
➡国補助⾦の活⽤について

・区域施策編のため、具体の施策を検討するには、他の部署（商⼯労働観光、農林⽔産
等）、事業者、地域団体等を巻き込んでいくことが必要。
➡環境の部署だけではなく、どのようにして関係各所と連携を図り施策を検討したか。



２．県と市町村の予算関連施策における
連携のあり方
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「脱炭素・LGBT・役割分担論」『厚⽣福祉』令和5年6⽉

政策⼿法の区分 ／ 県・市町村の役割分担
経済⼿法 情報・啓発⼿法

県

○産業向けの省エネ設備、再エネ設備の設置補助
○家庭向けのモデル的な取組（ZEH⽔準を上回る
新築住宅への補助等）

など

○ウェブサイトでの情報発信
○事業者向けセミナー実施による⼈材育成
○脱炭素に積極的に取り組んでいる事業者を認定
（脱炭素化経営企業等認定制度）

○⼤学⽣によるICFAの活動（Z世代を中⼼とした
⾏動変容の取組）

など

市町村

○産業向けの省エネ設備、再エネ設備の設置補助
○家庭・住宅向けの省エネ設備、再エネ設備の設
置補助

など

○広報誌、SNS、各メディア（新聞、ラジオ、
ケーブルテレビ等）での情報発信

○イベントの実施（環境イベント、産業まつり
等）

○⼩学校〜⾼校、住⺠向けの環境学習による啓発
活動

など

県と市町村における施策の実施状況は概ね以下のとおりとなっている。

２．県と市町村の予算関連施策における連携のあり⽅

7R6.8 市町村アンケート及びR6.11 意⾒交換より
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産業向け 家庭向け

県

省エネ

・省エネルギー対策事業費補助
（空調機器、換気設備、照明機器、給湯機器更新時
の補助）
・EV等導⼊事業費補助
（太陽光発電設備、⾞載型蓄電池及び充放電設備等
を全て設置する際の補助）
・EV等普及促進事業費補助
（EVバス、EVタクシー、充電設備導⼊の補助）

・省エネルギー住宅建設推進事業費補助⾦
（新築時にZEHを上回る基準等を満たす住宅への補助）
・住みたい岩⼿の家づくり促進事業
（省エネ証明取得＋県産⽊材を活⽤した新築、改修を⽀
援）
・⽊づかい住宅普及促進事業
（県産⽊材を使⽤した住宅の新築、改修を⽀援）

再エネ

・再⽣可能エネルギー発電施設等⽴地促進資⾦貸付
⾦
（中⼩企業者が太陽光や⾵⼒等、再エネ設備を導⼊
する際の融資制度）
・⾃家消費型太陽光発電設備設置事業
（20kW以上の⾃家消費型太陽光発電設備の設置）

市町村
省エネ

・断熱改修等リフォーム（１市町村）
・省エネ設備導⼊・更新等（１市町村）
（空調、給湯器）
・EV関連（４市町村）

・断熱改修等リフォーム（４市町村）
・省エネ設備導⼊・更新等（８市町村）
（空調６、給湯器５、冷蔵庫３、照明２、テレビ１）
・EV関連（７市町村）

再エネ ・太陽光設備関連（７市町村）
・蓄電設備（６市町村）

・太陽光設備関連（17市町村）
・蓄電設備（12市町村）
・バイオマス関連（６市町村）

R6.8 市町村アンケート及びR6.11 意⾒交換より

２．県と市町村の予算関連施策における連携のあり⽅

【経済⼿法】県：産業向け、市町村：家庭向けとそれぞれの分野で施策を充実させている



「脱炭素・LGBT・役割分担論」『厚⽣福祉』令和5年6⽉

政策⼿法の区分 ／ 市町村の役割分担

２．県と市町村の予算関連施策における連携のあり⽅

9R6.11 市町村との意⾒交換より

【情報・啓発⼿法】県・市町村の取組
イベント

（環境イベント、産業まつり等）
環境学習

（学校向け、住⺠向け講演会等）
広報

（広報誌、各メディア等）
８市町村 16市町村 14市町村

●イベント実施例
他部署や地元企業のイベントと共同開催、⼦供向け体験コーナー（⾵⾞ペットボトル・ソーラーカーのおもちゃ作
り等）、パネル展⽰、企業における環境への取組紹介のブース設置、県の販促品（エコバッグ等）配布、いわて地
域脱炭素推進員の派遣、補助事業の相談コーナー設置 等

●環境学習実施例
講演会、研修会、学校への出前授業、エコチャレンジの実施、再エネ施設の⾒学、協定企業の教材活⽤、
まち歩き 等

●広報実施例
広報誌、ホームページ、新聞、ラジオ、ケーブルテレビ、SNS（LINEやX等）、補助⾦ガイドの作成、業者へチラ
シ配布、ハウスメーカーのイベント参加、⾦融機関との連携 等

●県の実施例
広報誌、ホームページ、新聞、ラジオ、テレビ、知事の出前授業・地球温暖化を防ごう隊（対象：⼩学⽣）、
脱炭素化経営企業等認定制度、事業者向けセミナー、ICFA（いわてカーボンフリーアクション）の活動 等



「脱炭素・LGBT・役割分担論」『厚⽣福祉』令和5年6⽉

政策⼿法の区分 ／ 市町村の役割分担

２．県と市町村の予算関連施策における連携のあり⽅
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【県と市町村の連携について】

●共通認識
・経済⼿法における、県：産業向け、市町村：家庭向けの棲み分け。
・経済及び情報啓発の両⼿法において、予算との兼ね合いで事業の実施や対象範囲等が
制限されてしまう。

●連携の⽅向性（案）
【経済⼿法における棲み分け】
県：産業向け、市町村：家庭向けの棲み分けの⽅向性で県⺠や事業者への⽀援を実施。

（国の交付⾦や経済対策を有効に活⽤）

【いわてわんこ節電所（令和７年３⽉リニューアル予定）の活⽤】
（⽅法）
・補助⾦情報、イベント情報等のカテゴリー毎にまとめて掲載（リンクの貼り付け等）

（効果）
・事業の実施情報を共有することで県と市町村が⼀体となって取組を促進
（互いの事業が案内可能）
・県⺠、事業者に対して幅広く事業の周知が図られる。



「脱炭素・LGBT・役割分担論」『厚⽣福祉』令和5年6⽉

２．県と市町村の予算関連施策における連携のあり⽅
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国の経済対策の検討状況について教えてください。（挙⼿ボタンでお知らせください）

R6.11 内閣府 国⺠の安⼼・安全と持続的な成⻑に向けた総合経済対策



３．再エネ導入施策について
（促進区域の設定等）
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３．再エネ導⼊施策について（促進区域の設定等）

第１回県市町村GX推進会議実務者会議より

県内の全市町村が太
陽光と⾵⼒について
促進区域の設定が可
能な状況。
（設定済：紫波町）

岩⼿県は太陽光と⾵
⼒を策定済。

地域脱炭素化促進事業制度の構成
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３．再エネ導⼊施策について（促進区域の設定等）

環境省 R6.4 地域脱炭素のための促進区域設定等に向けたハンドブック

促進区域抽出の４類型

最も理想的
可能な限り広域で⾏える

短・中期的な再エネ導⼊促進に期待
環境配慮や合意形成が円滑に図られ
やすい

個別事業が前提
促進区域と個別事業を同時に検討
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３．再エネ導⼊施策について（促進区域の設定等）

第１回県市町村GX推進会議実務者会議より

地域脱炭素化促進事業制度のメリット
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３．再エネ導⼊施策について（促進区域の設定等）

環境省 地域脱炭素化促進事業制度の現状及び改正温対法の概要について

温対法の改正（令和７
年度〜）により、県と
市町村が共同で促進区
域を設定することが可
能となる。

県と市町村の促進区域共同設定
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３．再エネ導⼊施策について（促進区域の設定等）

地域脱炭素化促進事業の好事例から促進区域設定のメリットを理解

【意⾒交換】
地域脱炭素化促進事業、促進区域の設定について


